
【保育園ノj、学校、中学校の児童生徒数】tH19，4月現在】  
保育園 1園   †54人  9クラス 職員数 13名（調理婦2名含）  
小学校 1校  291人 12クラス 職員数 20名（用務員1名含）  
中学校 1校   142人  5クラス 職員数 16名（用務員一名含）   

また、下條村の高い出生率の背景にある重要な要因は、若年者向けの住宅政策がある。  

1997年からの約10年間で、178世帯の若年層が入居できる住宅を供給している。現在、  

待機もある。  

若者定住促進住宅の建設  
平成9年鹿～平成18年度 若者定住促進住宅の建設  

10棟  124戸を建設  
9棟 ×12戸＝ 108戸  

1棟 X16戸＝ 16戸  
一戸建て住宅  54戸  合計  178戸  

この「若者定住促進住宅」の特徴は以下の通りである。   

①補助金を使わない住宅の建設．（入居者をフリーハンドで選択できる）  

（∋若者定住促進住宅とし入居条件を「子供がいる」か、これから「結婚をする若者」に限   

定する。（保証人2名．）  

③入居する若者が地域に溶け込んでいただくために、村の行事への参加や消防団への加入   

等を入居条件にしたことにより、質の良い若者が入居している。  

④若者同士真のコミュニティーが生まれ、子育てなどに助け合う姿が見られるようになっ  

ている。  

（資料は、下條村より提供）■  

また、“村づくりは人づくり”を掲げ、学校教育改革にも取り組んでいる。   

主な項目は以下の通りである。  

1故郷を良く知る教育の推進   

・故郷を知ることにより故郷を愛する気持ちの醸成。   

2 生徒会議会等の充実   

・生徒会議会等を通じ粁の実態を理解し実社会勉強を行う。   

3 クラブ活動の充実   

・人の立場を理解する心の醸成。   

・厳しさに耐える精神力を養う。   

4 国際化時代に対応  
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3．村財政と活性化のための取り組み  

以上のようなさまざな支援を可能にしている背景には、村の財政健全化の取り組みがあ  

る。   

村民が自ら道路舗装をする風景はあまりにも有名であるが、その他にも、村を挙げてさ  

まざまな努力をおこなっている。   

その中には、人件費の削減、上下水道に係る負担減、建築資材の供給状況など、村独自  
の取り組みがある。   

これらの取り組みの結果、村の財政は健全化しており、乳幼児医療費の無料化、保育料  
の低減、若者定位促進住宅につながっている。  

役場組織   

首長  伊藤菩平  任期   平成20年7月24日（4期〉  

副村長 熊谷浩平  
収入役 平成15年11月から設置しない  
教育長 平成1丁年10月から欠員  

くH19．4現在）  職員数 一般行政職  34名  

（内 保育士6名 保健師2名含む）  

嘱託職員  22名  

く内訳）  

学校給食調理員  
学校公仕  

司書補助  

保育±  

保育所調理員  

．園児バス運転手（兼）  
福祉員  

温泉管理人  

公園管理人  

道の駅管理人  

役場公仕  

オフトークアナウンサ  
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人口千人当たり職員数  （平成16年度財政状況調べより）   

下條村 8．56人  類似団体16．05人（一般職員）  
（53．33％）  

韓常収支比率  
（73．9％）  

人件費比率  

（15．6％）   

（資料は、下條村より捷供）  



下集村の上・下水遺の取り組み  
1上水道事業  
・昭和60年から平成2年までの6年間で尭庇  
・総事業費2g億8千万円  

・加入率  9g．50％  

2下水道幸美  
・平成元年から検討に入る  
・当時国県は、公共下水・農集練を積極的に推進  
【検討課超］  

■公共下水・農集排の建設費は上水道事業費の1．5倍はかかるといわれ、43～45偉円位かかると試算。  
増渠の布設では、1m約10万円くらいかかりイニシャルコストは当然、ランニングコストも未来永劫アップしつづける。  
・卓蔓草任・自己管理意識も高揚を国ることができる。  
・設置者の事情に合わせて設置計画が可能である   

3下水道を合併処理浄化槽事業で行うことに決定   

等々  

総事業費  

村負担金   
県補助金   
園補助金   

【例】7人増の場合  

・総費用  
内訳  

園補助金  
県補助金  
村負担金  
村嵩上薇  

設置者負担金   

4村の補助  
・一条法定水質検査料   

8億3千230万円  
829基（H2－H柑〉計画基数比96％  

2僅2干444万  
2億393万円  
2億893万円  円）  

全額単年度処理、後年度負担なし）  

（単位：円）   

691000く定額）  

13700D   
137000   
1370〔氾   

100000   
180080  

1200D円（設置時1回のみ）  
・11条法定水質検査料（毎年1回．5000円（村で負担）  
・上記検査料は、通常年問400万円になる。  
・この他平成16年鹿から保守点検料年間21000円のうち草薮を補助する。  
（よって平鹿16年より村負担約†3000万円となる。）  

〉  

（資料は、下僚村より提供）  
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‾、し 薫材支給事業  

1日的  

この事菓は   
地域住民の生活環境を整備するたあに、住民自らが施エするエ事に開し、村がその資材を支給する。   

2該当工事   

′・村道蟄鰍受益者3名以上の舗装、敷き砂利、側溝布設、横断エ、甲蓋、グレーテンゲ他）  
・農道整備（上首己に同じ）   

・水路整備（受益者3名以上の土側溝の整佑、清水個所の整備、敬承施設の整備地）   

3事業主  
年間の予算  約2千万～8千万円  

建設資材支給事業年別実穣  

内訳  
箇所放 生コンクリート砕石等（骨材二次製品  

3．85吼083 1．1引．125  141．ヰ53  
7，954，ほ8  583．614  8，12乳051  

51・7．218，222  985．2紬  3．8ち8．5ヰ8  
85 10，舶4，80ヰ 1，07凱028  5．315．56T   
lOO  8．325．339  98ヰ，081 8．38D．584  
97 14．482．馴9 1，240，舵5 ■・4．839．702   
114  23，823．12ヰ 1，00ヰー278  丁．580．151  
88 1ヰ．146．430  837．845  6．832，柑4  
77 10．231，620  丁2了．962  5．738，056  
8ヰ 10，979．939  了2了．63了  7，了ヰ7，273  
78 1乙9了2，848  788．811 5．880，92丁  
用0 13．211．946  59ヰ．458  3．474，709  
83 10．392．531  5鴫ヰ23  5．328ヱ05  
85  5．1了一員17  34＄β86  6，50l．757  
54  2．624．87T  138，234  4，888，395  

年（平成）  総額  
4  4．948．841  
5 11，888，7射  
8 ほ．055．086  
7 「帆船錮舶  
8 柑．88乳984  
9 20．483，248  
10 31，907，551  

－11 21．816，439  
12 18．895，638  
13 19．454．849  
14 19．402，386  
15 17．281，113  
柑 16，266，15g  
l了 12，038，51（l  
柑  7，651．5【）8  

総計   24ヰ，179．278 1．0561紙04叩0511．7鴨733 77．415，540  

村づく－りの指数  

【財政措数】（普通会計）  

年度  

財政力指数  

経常収支比率  

起債制限比率  

実質公債費比率  

単位：％   

1ヰ  15  18  1了  18  

0．210  0．215   0、221  0．220  0．227  

72．1  70．1  73．9   73．9  76．0  

1．6  1．了  1．4  2．0  3．0  

5．2  6．0  

【起債残高】H柑年度末  

2了億5．917万円  
内交付税措置分を引いた実質起債残壊5億8，937万円・・■A  

【基金現在高】H18年度末  

一般会計基金分26債3月37万円・‥B   

差引き残額  B － A 20億4．303万円  

（資料は、下條村より提供）   



下僚村はその他、村の活性化のために下記に示すさまざまな取り組みを1990年ご  

ろから続けている。  

平成元年度   ふるさと体験館「コスモスの蕩」建設  

平成2年度  全村水道完成（過疎地域指定から外れる）  

合併浄化層事業取り組み始める  

レストハウス「レスト秋桜」建設  

平成3年度  統合保育所建設  

飯田カントリー倶楽部オープン（県内唯一のオールシーズンコース）  

墓地公園整備 119区画  

つ  

リフレッシュパーク下僚 極楽パノラマパーク  

新井展望公園  小学校体育館 弓道場 建設  

平成5年度  

平成6年度  村立図書館「あしたむらんど下條」建設  

（県下夢2位の利用率 17．0冊／人）  

ヤングコミューハウス建設  

平成7年魔  道の駅「信濃路下条」「そばの城」「遊牧館」建設   

平成8年度  ふるさと交流セ1ンクー「うまいもの館」建設  

平成10年度  刈谷市民休暇村「サンモリーユ下候」オープン  

下條親水公園建設  

平成11年度  インドアスポーツセンター建設  

そばの館建設  

【第1期】分譲住宅40戸売り出し  

平成12年度  医療福祉保健綺合健康センター  

「いきいきらんど下僕」建設  

（水中運動が好評）  

農産物加工施設建設   

平成14年度  文化芸能交流センター「コスモホール」建設  

（年間利用者 約15000人）  

平成18年度   【第2期】分譲住宅15戸造成 売り出し  
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4．下僕村の課題  

下條村のなかには農業の他、若年者が就業する場が限られているため、周辺自治体、  

主として隣の飯田市に働きに出るものが多くなっている。そのため、周辺自治体との  

連携は欠かせない。   

また、今日の高い出生力を維持し、■村の進める活性化のための事業を持続的に進め  

るためには、今後次世代の定住が期待される。  

下條村の人口ピラミッド  図3・1・11  

100址 以 上  

粥 － t婚  

帥 －・91  

85 －・・8I  

80 ■一 朗  

75 一→ 丁8  

7（I【′ 7ヰ  

86 一一 80  

60 － 81  

55 ■－ 59  

引）■－ F4  

ヰ5 一 明  

40 【・叫  

36 ■－ ∋I  

如・－ 34  

25 ■一 之8  

20・－ 21  

18 【・19  

10 －11  

5・－ 9  

8．■－ ヰ   

（ヱ脚〉  （1印）  （l咄）  （印）  0  60  t∝l   

（出典：稔務省統計局『国勢調査』より作成）  
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皆瀬村立皆瀬保育園の概要  

（H14．6．3田沢湖町議会視察）  

皆瀬保育園の沿革・子育て支援に対する取り組み  

・板戸へき地保育所開設   

・羽場簡易保育所開設   

＝小安へき地保育所、白藤へき地保育所開設   

t湯元へき地保育所開設   

・生内幼児学級開設   

一皆瀬保育所・皆瀬幼稚園設立。幼保一体型の園として事業開始  

・板戸へき地保育所、白藤へき地保育所吸収合併  

昭和37年8月   

昭和38年7月   

昭和39年5月   

昭和40年6月   

昭和47年7月   

昭和51年6月  

昭和53年4月 ■湯元へき地保育所と小安へき地保育所合併、小安小規模保育所となる   

平成2年4月   ・小安小規模保育所と皆瀬保育所統合   

平成11年度  ・保育所単独運営（幼稚園廃止）についての具体的検討  

・乳幼児を持つ保護者を対象としたアンケート実施（10月）  

■保育所、幼稚園運営についての保護者説明会（11月）  

・未満児保育室拡張整備工事（少子化対策臨時特別交付金利用）  

・チャイルドシート着用の義務化に伴う、送迎用専用バス2台新車購入   

平成12年度 ・皆瀬幼稚園廃止く幼稚園こ保育所の一体運営の廃止）  

・皆瀬保育園として単独運営スタート（定員90名）  

・新規臨時職員（保育士）4名、パート保育補助員8名採用  

・（財）郵政互助会の公益活動事業の助成で遊具等備品整備  

■0歳からの未満児保育実施  

・延長保育（7：30～18：30）実施  

子育て支援センター拡張整備工事（国庫補助事業）  

保育園外部大規模修繕工事（国庫補助事業）  

乳幼児～小学生を持つ保護者を対象としたアンケート調査実施  

（11月）  

子育て支援センターを試行解放（2月～3月）  

平成13年度  

平成14年度 ノ ■子育て支援センター運営開始（保育所特別保育事業）  

了了   



皆瀬幼稚園廃止の背景   

昭和51年の開設当初より保育所、幼稚園の一体施設としてスタート。  

通園地域が全村域にわたることなどから、スクールバスでの送迎を行っており、標準  

教育時間が4時間の幼稚園においても、預かり保育という形で保育所と同時間の保育  

を行い、バス送迎を実施。   

共働き家庭、核家族の増加等により、3歳未満児保育や延長保育等の特別保育事業  

に対する要望が増加。  

（平成7年度、平成11年度、平成13年度保護者アンケート実施）   

出生数の減少（地域の児童数の減少）により、保育所、小学校に入るまで他の児童  

との交流（保護者同士の交流）が少ない地域の増加。   

未満児保育や延長保育等保育サービスの充実実施に伴い保育所・幼稚園の職員配置、  

業務内容等の体制再検討。   

・保育所保育士→住民生活課所属   

・幼稚園教諭 →教育委員会所属   

・保育所の保育時間8時間、幼稚園の教育時間4時間   

・給食の提供体制（3歳以上児は給食センターで共同調理・離乳食等個別対応）   

・延長保育対応のための職員の勤務体制確立（早番・通常・遅番）   

・全村域からの通園に対応したバス送迎   

開設当時から蓄積された幼児教育機関としての幼稚園の特性、良さを活かしながら、  

延長保育などの多様化する保育需要（子育て支援）に積極的に取り組む保育園に。   

・延長保育（7：30～18：30）   

・0歳からの未満児保育   

・離乳食、アレルギー除去食等個別に対応した食事提供   

地域全体で子育てを支援していく中心施設として、入園児に限らず、地域の子育て  

家庭や児童にもかかわっていく、地域に開かれた保育園に。   

・高齢者世帯、保育園入園前児童（すくすくランド）との世代間交流   

・子育て支援センター事業の実施  

了2   



∴．：∴ 二  ■  

1t11乙aⅥてl（’itl一  

秋田県湯沢市  適劃  

llはじめに   

皆瀬保育園は国道398号線を小安温泉  

に向かって走り、湯沢駅からは約20分位の  

ところにあります。．   

須川岳を背景にし、又眼下には皆瀬川の  

清流があります、近くには温泉があり豊かな  

自然の中に立地し緑と水に囲まれ恵まれた  

環境の中にあります。明るく元気いっぱいの  

子供達がのびのぴと活動しています。   

園舎は昭和51年6月に定員90名の幼保  

一体施設として開園されました。  

平成12年4月からは地域のニーズに対応するため未満児保育を開始しました、  

幼保一体型を廃止し保育園機能の充実をはかっております。  

平成14年には皆瀬子育て支援センターを開設し、多様なニーズに応えられる子  

育ての拠点施設として地域の方々に利用していただいております。  
関連する情報  

■皆瀬子育て支援  

センター  ：：；：・保育目標  

「明るく健康な子ども」   

● おもいやりのある子ども   

●あいさつのできる子ども   

● けじめのある子ども   

：：：：・開所時間   

月曜日から土曜日   
午前7時30チトー午後6時30分   
※日曜日、祝祭日、年始（1月1日～1月3日）は  

お休みです。  

卦クラス編成  

■お問い合わせ  
ホームページに関  

するお問い合わせ  
〒012－0183  

秋田県湯沢市皆  
瀬字沢梨台47－2  

湯沢市立皆瀬保  

育園  
皆瀬子育て支援セ  
ンター  
TELO183－46－  

2446  

FAXO183－46－  
2447   

ホール  

年齢   クラス名   人数   備考   

0歳児  
ちゆうりっぶぐみ   

5人   

1歳児  7人   

2歳児  ひまわりぐみ   6人   

3歳児  たんぽぽぐみ   
その年度の入所人数によって年齢混合の  

21人     クラスになる場合もあります。   
4歳児  すみれぐみ   9人   

5歳児  ばらぐみ   20人  

（合計）68人  

（平成19年10月1日現在）  

：：；：・皆瀬保育園の特徴  

●園舎は平屋建て、外観がケノーム色、園内には陽が明るく差し込み、広々と  

した環境、どのクラスにもベランダがついています。   

●通園バスが2台あります、3～5歳のお子さんがご利用されています。（かえ  

で号・おしどり号）  
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●一時保育事業をおこなっています。  

●子育て支援センター事業をおこなっています。  

●学童保育を併設しています  

皆瀬子育て支援センターヘ  

クラス   

卦様式ダウンロード  

ここから「皆瀬保育園」で使用している申込書がダウンロードできます。   

● 一時保育申込書   

● 延長保育申込書  

プライバシ搬＝  免糊 湯沢市ホームページのガイドライン  

Copyrjght（C）YUZA〉〉AC■ty2005AIIrightsreserved．湯沢市  
本サイトのいかなる情報も無断転用・転載を禁じます。   



ロリンク  
ロ問い合わせ  
ロヘルプ  

キ’・二叛．こ一・．寸ノ㌔′1ニ、・・」ヤトト㌢・1  

l‘u7illヽ・；1（1itl・  

秋捕湯沢市  遷劃  

ゆ皆瀬子育て支援センター  淑赴必〉全趨紗＞軌丘紗＞  

■子書て支捷センターとは  

地域の子供達の健やかな成長を願い、家庭で保育している保護者や子供達の  

様々な悩みや問題を一緒みに考え、支援していくものです。（つまり子育てに関す  

るサポートをしています）対象は、0歳児から就業前の幼児とお母さん、またその家  

族です。皆瀬子育て支援センターの事業は、いずれも無料ですのでお気軽にご利  

用ください。  

■子育て相談   

毎週、月曜日から金曜日 午前9時から午後4暗まで   

子供のことで気になっていることはありませんか？発達やしつけに関すること  

や、子育ての悩み、不安などどんなことでもご相談ください。（来園相談の場合は事  

前にご連絡ください）   

連絡先 電話46－2446 FAX46－2447  

■手書て支捷圭開放   

毎週、月曜日から土曜日 午前9時半からお昼頃まで  

子育て支援室を利用し、お母さんや子供同士の出会いの場として、交流しながら  

親睦を深めましょう。たのしいおもちやがたくさんありますので、ぜひ、遊びに来てく  

ださい。  

■皆瀬保書園開放   

毎月第3木曜日 午前10時から11時 たくさんのお友達と一緒に保育園で遊び  

ましょう。  

■すくすくランド開催   

毎月1回～2回．．第2・第3の火曜日か木曜日 9時から11時   

親子のふれあい・情報交換・育児相談  

毎月第3木曜日 午前10時から11時 たくさんのお友達と一緒に保育園で遊び  

ましょう。  

■移動すくすくランド  

春と秋の年2回、地域の公民館や市の他の地域の支援センターを訪問し、交流。  

9時半から11時。  

関連する情報  

■皆瀬保育園  

■お問い合わせ  
ホームページに関  

するお問い合わせ  
〒012－0183  

秋田県湯沢市皆  
瀬字沢梨台47－2  

湯沢市立皆瀬保  
育園  
皆瀬子育て支援セ  
ンター  
TELO183－46－  

2446  

FAX O183－46－  

2447  

プライバシーポリシー  免糊 湯沢市ホームページのガイドライン  

C．3Pyllght（CノYUZAWAClty2005．AHnghtsreser～ed湯沢市   

本サイトのいかなる情報も無断転用・転載を禁じます 
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資料：社会福祉法人全国社会福祉協吾妻会 全国保育協議会  

「全国の保育所実態調査報告書」（平成20年5月）（抜粋）  

4．定点・現員  

（1）人口規模別 定員総数   

定員の平均値は93．1人。人口規模別に定員総数をみると、人口1万人未満の地域で  

は91人以上の保育所が16．6％であるが、50万人以上の地域では51．4％と半数以上を占  

めている。人口規模の小さいところは定見の小規模な保育所が多く、人口の多い地域ほ  

ど大規模な保育所が多いといえる。  

図表2－ト5 人口規模別 定員総数∵数値周苔  

桃  即鵬  40■  8仇  且肌  l（）ロー  

平均：93．1人  

（n＝11158）   

平均：乃月人  

（n＝534）   

平均：81．9人  

〔n；134ヰ）  

平均沌餌人   
くnま1281）   

平均：陀8人  

（爪＝208之）  

平均：弧1人  

（酵191む  

平均こ100．】人  

（n＝21糾〉  

平均：1D5月人  

（∩≒1288）   

全体  
正ニ11¢06   

10．000人未満  

nミ57さ   

1D．00○－2【事卵g人  

nニ1ヰ11  

礼000－伯．鋸は人  

n＝138ヰ  

即脚0一粥ゆ粥人  
n三之13‡   

】00♪00～189．粥柑人  

▼声198a   

200．000－ヰ9凱889人  

5．ヨ14劇 5ヱ■  

腋皿lヰフち  

800J氾○人－  

■20人以下自主1－45人専一8・－00人臼引－90人E耶一120人田ほ1■－150人声＝51人以上口無回春・不明  



（2）人口規模別 年齢別 現員数   

年1拾別の現員数については、0～2歳の割合は低く、特に0歳児は5．9％と1割に満  

たない。   

人口規模別にみると、現員数に占める0～2歳児の割合が、1万人未満の地域では  

28．5％に対し、50万人以上の地域では37．6％となっており、人口が多いほど徐々に0  

～2歳児の占める割合が高い結果になっている。   

さらに上記の定員数と現員数の差を見ると、5万人未満の自治体では定見数が現員数  

を上回り、5万人以上の自治体では現員数が定員数を上回っている。   

この結果から、すでに過疎地等、小規模な地域で定員割れの傾向が生じている一方、  

都市圏など人口の多い地域では待機児童対策等による定員の弾力受入れが進められて  

いる状況が推測できる。  

図表2－1－6 人口規模別．年齢別 翠員数＝数値回答  

O1  10父  20t  30～  棚1  50鶉  601  TO％  8D1  9ロヽ 100l  

全体  
nコ11008   

1¢ふ人未満  

nミ5ど7  

川脚0～29．990人  
n＝1325   

‡8．000～」はβ99人  

n三1283  

58．080～90、999人  
n＝2012   

100．000・－’ほ9β99人  

n＝1886   

200．000・－4拍．999人  

n＝之132  

50【）．800人－  

n三t251  

平均：令5．0人  

平均：別‖人  

平均：丁8J人  

平均：86．4人  

平均：狙β人  

平均：100ユ人  

平均：101．ヰ人  

平均：105．3人   

FO鐘 白1慮 ■之生 田8t 由4■ 邑6▲  



資料：社会福祉構造改革分科会傾討状況の報告（まとめ）」  

（平成10年12月8日）（抜粋）  

1利用者の立場に立った福祉制度の構築  
2 利用制度における手続きの流れく典型的な例）  

希望する指定事業者へ  

の利用申込み  

ぎ○利用に当たり，利用料の公費助成を受けようとする  

助成決定の申請宣 場合，市町村から受給要件の確認・助成決定を受け  
ミ る。  

1契約による利用制度への転換   

契約による利用側度への転換により，利用者の選択や権利性が確保され，草  

葉者の創意工夫を活かした経営が可能となる。  

○市町村による申請の受理   

1  

0各種相談所等の意見   

J  

O市町村による受給要件の確認・助成決定  

＊サービスによっては個別援助計画の作成（任意）  

契約による利用制度   措置制度   

l市町村等の立場！   

奥約による利用制度の管理者   措置の実施者  
（基盤整備，利用料助成）   

2 サービス利用の決尭…   

利用者と事業者の合意   市町村が独自旺決定  

3 車用負担至   

利用者   市町村  
［市町村が利用者負担を除く部分を執成   
（市町村の助成に対しては，国及び都道   
府県が一定割合を補助）］   

4 公賀負捜形式至   
＿．．＿．．＿．＿＿■…＿＿＿．＿…＿．．．．．＿＿、－‡   

助成金（利用者補助）   措置要託費（事業者補助）  

0市町村が利用者‾・とに給付額を決定   
0事業者が代理受領   
○傭連判限なし（報酬）   
○サービス内容に応じた一社単価   

0使途制限あり（套託費）  
○定見規模等kより区分された単  
価′  

○の体制等に応じた加算   

5 利用者負担‡   

風鎮）   竿謂鮎。円～全㈲  自己負担（簡素化された所得段階別定額  
6 事業者；   

指定書崇者   委託事業者  

7 不服春郵   

除，停止け変理処分  申鯖却下決定，助成取消，給付内容に対   
して可能  旨  

助  成  決  定  

○利用者と指定事業者の間で，利用契約   

l  

Oサービスの提供，利用   

l  

O指定事業者への利用料の支払い  

（自己負担部分）  

サービスの軽快，利用  

○市町村から利用者へ自己負担部分以外のサービス費   
用を助成（指定事業者が代理受帝）  

サービス費用の助成  

冥利用制度濫なじまない制度について軋措置倒産を存続する。  

β ユⅠ鮒状況の搾告はとめ）  1利用者の立場に立った福祉制度の構築 7   



3 利用者支援に関する仕組みの充実・強化   

契約による利用に伴い，本人の適切な選択によるサービス利用を支援するた  

め，権利擁護，苦情蹄軋サービス評価，事業の透明性の確保の仕組みを充実・  

強化する。  

1地域福祉権利擁護制度（仮称）の創設   

契約によ右利用制度の下で，自己決定能力の低下した者のサービス利用を支  

援するために，成年後見制度の補完として地域福祉権利擁護制度（仮称）を設  

ける¢   

また，当該事業については，新たに社会福祉事業として位置づける。  

措置制度  契約による利用制度   

l選択の支援．権利擁護；   

（D地方公共団体の情報提供を義務づけ   

○在宅介護支援センター，障害者    ②在宅介護支緩センター，障害者生活支援   
事業等   生活支援事業等   

③契約の適正化  
偽偏大広告   

⑧地域福祉権利擁顔制度（仮称）を社会福  にづ   

祉事業位置け   

⑤成年後見制度   

Z 苦情解決の仕組み室  

①施設内での苦情解決  
（第三者の立会いによる話し合い）   

〈訂第三者機関の設置  
く鯛諷敏幸方策の話し合い）  

（勤行政監査の重点化，効率イヒ   ○行政監査   
（定期監査，随時監査）  

3 サービスの質の向上と評価i   

ビスの指定基準   ○施設サービスの最低基準，在宅 福祉サービスの指定基準  ①施設サービスの最低基準，在宅福祉サー  
（サービスの捉僕過程の葦視）   

⑳第三者評価のための基準の策定   

⑳第三者評価機関による評価の実施   

4 事業の透明性の確保き   

0情報公開は任意  ①草葉考に，事業連営の理念，サービスの  
実施体軌第三者評価の締果，財務諸表   
等の公開を義務づけ   

②第三者評価機関による評伸結果の公表を  
義務づけ   

○対象者   

痴呆性高齢者，知的障害者，滑神障害者等■で自己決定能力が低下しでいるこ   

とにより自己の能力で様々なサービスを適切に利用することが困難な考。  

◎援助の内容  

・地域での生活を営むのに不可欠な福祉サ【ビスの利用等を援助する。  

・利用者の参加を得て薦定する「自立支援計画」に基づき，実施主体が利用   

契約を締結し，個々の契約内容に基づいた援助を生活支復員（仮称）が行う。  

援助内容の例示  

く福祉サービスの利用援助〉   

・情報提供，助冒   

■手続きの援助   

（申込み手続き同行・代行，契約締結）   

・福祉サービス利用料の支払い等   

・苦情解決制度の利用援助  

罪 なお，実施主体の判断により，利用者の状況に   

応じて，日常的金銭管理等を行う。  

◎生活支援貝（・仮称）   

社会福祉士，精神保健福祉士等  

○契約締結審査会専   

一事業の信頼性や安定性を確保し，利用者が安心して利用できるよう，次の機   

関を設置する。   

∽ 契約締結審査会  

…契約内容や本人の意思能力等の確認を行う。   

㈹ 運営監視委員会  

…適正な運営を確保するための監督を行う第三者的機関  

1利用者の立場に立った福祉制度の繍築 タ   
glエ 検討状況の報告ほとめ）  



（参考）  

○都道府県社会礪祉協議会が実施するものについて   

・平成11年庭概算要求額 1，006百万円   

・実施時期  平成11年10月   

・実施体制 利用者の利便性を考慮し，窓口業務は基幹的な市町村社協  

で行う。  

サービスの質を確保するため，その考え方を明確化するとともに，サービス  

基準の設定や第三者評価の導入を図る。  

○福祉サービスの真の確保に関する方策  

研 質の確保に関する基本的考え方の明確化  

（例）○福祉に関する科学的知見に基づくサービスの提供  

○個人需要に着目した支援計画に基づくサービスの提供  

○定期的なサービスの評価によるサービスの改善  

川 サービス基準の設定  

（盛り込むべき事項の例）  

○サービスの提供過程（利用者の状況把握，個別支援計画の作成など）  

○サービスの評価  

0サービス改善のための措置  

0サービス提供における専門職の位置づけ  

0外形的基準（施設・設備，人員配置等）  

研 第三者によるサービス評価のための基準の設定  

国 第三者によるサービス評価の実施   

瀬「福祉サービスの質に関する検討会」において具体的な検討せ行い，平成11   

年2月までに基本的考え方を整理する．  

2 苦情解決の仕組みの整備   

苦情の解決について吼できるだけ当事者間の自主的な結し合いによる解決  

を促進する観点から，事業者段階での取組みを促すとともに，事業者段階で解  

決が国難な事項に関しては，都道府県段階に設置する中立的な第三者機関にお  

いて調整する仕組みを整備する。  

【概要】  

l利用者の立場に立った補址制度の構築JJ   
j♂ Ⅱ 検討状況の報告（まとめ）  



契約による利用制度への転換に伴い，事＃運営の透明性の確保，サービス利  

用者の選択及び安心感の確保に資するため，  
（1）社会福祉法人の業務，財務等に関する情報の開示の義務づけ  

（2）サービス利用者が必要な情報を入手しやすい情報提供俸制の整備を行う。  

1社会福祉法人の開示情報の内容（例）  

【社会福祉法人関係】   

①施設の名称・所在地等 ②運宮体制（役員等の状況） ③実施事業の種類   

④施設及び設備の状況 ⑤財務諸表等 ⑨監事監査事項 等  

【事業関係】   

①事業経営の理念 ◎運営状況 ③サービス提供体乱職員の資格等の状況   

④サービス利用の手続，利用料 ⑤第三者評価の状溺 等  

2 サ【ビス利用者への情報提供体制（概要）  

エ2 け 検討状況の報告ほとめ）   



病院機能評価の方法  

書面審査：病院が事前に記入する  訪問審査：評価調査者が訪問し調査する  （財）日本医療機能評価機構   

調査者による病院管理者等との面接およ  

び病院の各部署への訪問によって、「書面  

審査」の自己評価調査票と同様の項目を調  

査する。  

（1）病院機能の現況調査票  

①施設基本票  

②部門別調査票  

③診療機能調査票  

④経営調査票  

［評価の審査と認定証の発行］  

評価部会が調査者の報告書を検討   

1  

評価委員会が評価部会の審査結果  

を審議   

1  

担当理事会が評価委員会の審議結  

果を審議・承認   

認定発行   

（2）自己評価調査票  

①病院組織の運営と地域における役割  

②患者の権利と安全の確保の体制  

③療養環境と患者サービス  

④医療提供の組織と遷宮  

⑤医療の質と安全のためのケアプロセス  

⑥病院運営管理の合理性  

⑦精神科に特有な病院機能  

（精神病床を有する場合）  

⑧療養病床に特有な病院機能  

（療養病床を有する場合）  

［調査項目］  

（彰病院組織の運営と地域における役割  

②患者の権利と安全の確保の体制  

③療養環境と患者サービス  

④医療提供の組織と遷宮  

⑤医療の質と安全のためのケアプロセス  

′⑥病院運営管理の合理性  

⑦精神科に特有な病院機能  

（精神病床を有する場合）  

⑧療養病床に特有な病院機能  

（療養病床を有する場合）  



第三者病院機能評価の対象領域   

＜病院組織の運営と地域における役割＞  

病院の理念と基本方針、病院の役割と将来計画、病院管理者・幹部の   

リーダーシップ、病院組織の運営、情報管理機能の整備と活用、関係法   

令の遵守、職員の教育・研修、医療サービスの改善活動、地域の保健・   

医療福祉施設などとの連携と協力、地域に開かれた病院などについて   

＜患者の権利と安全の確保＞  
患者の権利と医療者の倫理、患者一医療者のパートナーシップ、説明   

と同意、患者の安全確保、医療事故への対応、院内感染管理などについ   

て   

＜療養環境と患者サービス＞  

接遇と案内、相談機能、患者・家族の意見の尊重、利便性とバリアフ   

リー、プライバシー確保への配慮、療養環境の整備、快適な療養環境な   

どについて  

＜医療提供の組織と運営＞  

診療部門、看護部門、薬剤部門、臨床検査部門、病理部門、画像診断   

部門、放射線治療部門、輸血・血液管理部門、手術・麻酔部門、中央滅   

菌材料部門、集中治療室、救急部門、栄養部門、リハビリテーション部   

門、図書室機能、診療録管理部門、訪問サービス機能、外来部門などに   

／⊃いて   

＜医療の質と安全のためのケアプロセス＞  

病棟における医療の方針と責任体制、入院診療の計画的対応、患者に   

関する情報の収集と伝達、評価（アセスメント）と計画［全体の流れ］、   
ケアの実施（各論の流れ）、ケアプロセスにおける感染対策、診療・看   
護の記録、病棟での環境と薬剤・機器の管理などについて   

＜病院運営管理の合理性＞  

人事管理、財務・経営管理、施設・設備管理、物品管理、業務委託、   

病院の危機管理への適切な対応などについて   

＜精神科に特有な病院機能＞  
入院時の評価・説明および入院形態の適切性、入院中の処遇の適切性、   

精神科リハビリテ｝ションと退院支援、精神科における事務管理、精神   

障害者の身体管理の適切性などについて   

＜療養病床に特有な病院機能＞  
療養病床への適切な受入れと人権への配慮、チームアプローチの適切   

性機能障害の診断とケアの適切性などについて  
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